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稲敷市議会だより　第45号 2

平成28年第２回稲敷市議会定例会が、６月７日から６月17日までの
11日間にわたって開かれました。
開会日には、市長から23議案が提案（専決処分の承認案件７件、組合
規約の変更案件１件、組合財産の処分案件１件、一般会計補正予算案１件、
特別会計補正予算案２件、工事請負契約案件１件、紛争の和解案件１件、
人事案件２件、諮問案件３件、その他に報告案件４件）され、人事案件２
件並びに諮問案件３件が、採決されました。また、議員発議１件が上程さ
れました。
最終日には、各常任委員長から審査経過等の報告を受けた後、討論・採
決を行いました。また、議員発議２件が上程されました。
請願第１号については、継続審査とすることに決定しました。
議会の審議内容及び議決の概要結果については、下記をご参照ください。

【開 催 日】 【 審 議 内 容 】

６月７日（火） 開会
議案について市長の提案理由説明を受ける（23議案）。
人事案件２件並びに諮問案件３件について市長の提案理由
説明後、質疑、討論を省略し採決を行う。
議員発議１件が上程され採決を行う。また、請願１件が付
託される。

（議案調査のため６月８日は休会）
６月９日（木） 議員による市政一般に関する通告質問を行う。【６名】
６月10日（金） 議員による市政一般に関する通告質問を行う。【３名】

議案に対する通告質疑はなく、審査のため各常任委員会へ
議案14件を付託する。

６月13日（月） 常任委員会による付託議案審査【総務教育常任委員会】
６月14日（火） 常任委員会による付託議案審査【市民福祉常任委員会】
６月15日（水） 常任委員会による付託議案審査【産業建設常任委員会】
６月16日（木） 常任委員会による付託議案審査【総務教育常任委員会】
６月17日（金） 本会議開会前に市民福祉常任委員会、議会運営委員会を開催

本会議にて各常任委員長から付託議案に対する審査報告を
受ける。
付託議案14件、請願１件に対して討論、採決を行う。また、
議員発議２件が提出され採決を行う。
閉会
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議案番号 件　　　　名 内　　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

報告第1号 平成27年度稲敷市一般会計予算
の継続費繰越計算書について

庁舎建設事業の引越し業務及び、備品
購入に要する費用について、平成27年
度予算額から2,040万2千円を翌年度へ
繰り越したもの

― 報告

報告第2号 平成27年度稲敷市一般会計予算の
繰越明許費繰越計算書について

企画調整事務費等、全15事業、合計5億
90万2千円を翌年度に繰り越したもの ― 報告

報告第3号
平成27年度稲敷市公共下水道事
業特別会計予算の繰越明許費繰
越計算書について

江戸崎処理区整備事業等、合計9,374万
8千円を翌年度に繰り越しをしたもの ― 報告

報告第4号 平成27年度稲敷市水道事業会計
予算の繰越計算書について

県道改良に伴う犬塚地区配水管布設事業
895万8千円を翌年度に繰り越したもの ― 報告

議案第43号
専決処分の承認を求めることに
ついて

（稲敷市税条例等の一部を改正
する条例）

地方税法等の一部を改正する法律並び
に政令・省令の公布に伴い「稲敷市税
条例」を改正したもの

市民福祉 原案承認
（18：１）

議案第44号
専決処分の承認を求めることに
ついて

（稲敷市国民健康保険税条例の
一部を改正する条例）

地方税法等の一部を改正する政令の公
布に伴い「稲敷市国民健康保険税条例」
を改正したもの

市民福祉 原案承認
（18：１）

議案第45号

専決処分の承認を求めることに
ついて

（稲敷市指定地域密着型サービ
スの事業の人員、設備及び運営
に関する基準を定める条例の一
部を改正する条例）

介護保険法施行規則等の一部改正に伴
い「稲敷市指定地域密着型サービスの
事業の人員、設備及び運営に関する基
準を定める条例」を改正したもの

市民福祉 原案承認
（19：０）

平成28年第２回
稲敷市議会定例会
平成28年第２回
稲敷市議会定例会
議員発議３件が提出される議員発議３件が提出される
発議第１号　稲敷市議会傍聴規則の一部改正について
発議第２号　早急な盛土条例の改正を求める決議
発議第３号　衛生土木焼却炉新設計画について一定の
　　　　　　精査期間を求める決議

平成28年第２回
稲敷市議会定例会
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議案番号 件　　　　名 内　　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

議案第46号

専決処分の承認を求めることに
ついて

（稲敷市指定地域密着型介護予
防サービスの事業の人員、設備
及び運営並びに指定地域密着型
介護予防サービスに係る介護予
防のための効果的な支援の方法
に関する基準を定める条例の一
部を改正する条例）

議案第45号と同様関係法令改正による
改正 市民福祉 原案承認

（19：０）

議案第47号
専決処分の承認を求めることに
ついて（行政不服審査法の施行
に伴う関係条例の整理に関する
条例の一部を改正する条例）

改正行政不服審査法施行（４月１日）
前に追加改正が必要となったもの 総務教育 原案承認

（19：０）

議案第48号
専決処分の承認を求めることに
ついて

（平成27年度稲敷市一般会計補
正予算（第９号））

歳入歳出予算の総額を226億3,951万2
千円とする

総務教育
産業建設

原案承認
（19：０）

議案第49号
専決処分の承認を求めることに
ついて

（平成28年度稲敷市一般会計補
正予算（第１号））

歳入歳出予算の総額を210億7,749万5
千円とする

総務教育
産業建設

原案承認
（19：０）

議案第50号 稲敷地方広域市町村圏事務組合
規約の変更について

稲敷地方広域市町村圏事務組合が運営
する養護事業を廃止するため、組合規
約を変更するもの

総務教育 原案可決
（18：１）

議案第51号
稲敷地方広域市町村圏事務組合
規約の変更に伴う財産処分につ
いて

稲敷地方広域市町村圏事務組合が運営
する、養護老人ホーム「松風園」の運
営を引き継ぐ移管先法人へ財産処分

（無償譲渡）するもの
総務教育 原案可決

（18：１）

議案第52号 平成28年度稲敷市一般会計補正
予算（第２号）

歳入歳出予算の総額を212億5,165万6
千円とする 各常任委員会 原案可決

（19：０）

議案第53号 平成28年度稲敷市国民健康保険
特別会計補正予算（第１号）

歳入歳出予算の総額を65億1,673万7千
円とする 市民福祉 原案可決

（19：０）

議案第54号 平成28年度稲敷市介護保険特別
会計補正予算（第１号）

歳入歳出予算の総額を35億7,875万9千
円とする 市民福祉 原案可決

（19：０）

議案第55号 工事請負契約の締結について 高田小学校プール新築工事の請負契約
を締結するもの 総務教育 原案可決

（19：０）

議案第56号 工事請負契約に関する紛争の和
解について

新利根地区 新設小学校校舎等建設工
事請負契約に関する紛争について、中
央建設工事紛争審査会による和解案に
合意するもの

総務教育 原案可決
（18：１）

議案第57号 教育委員会委員の任命について 神宮寺　　須貸　依子（再任） ― 同意
（19：０）

議案第58号
稲敷市、稲敷郡町村及び一部事
務組合公平委員会委員の選任に
ついて

河内町　　平沢　洋三（新任） ― 同意
（19：０）
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議案番号 件　　　　名 内　　　　容 付託委員会 審議結果（賛成：反対）

諮問第1号 人権擁護委員候補者の推薦につ
いて 上根本　　吉岡　かつ子（再任） ― 同意

（19：０）

諮問第2号 人権擁護委員候補者の推薦につ
いて 上須田　　一鍬田　忠夫（再任） ― 同意

（19：０）

諮問第3号 人権擁護委員候補者の推薦につ
いて 曲　渕　　坂本　秀子（再任） ― 同意

（19：０）

発議第1号 稲敷市議会傍聴規則の一部改正
について

稲敷市新庁舎が、開庁したことに伴い、
議会傍聴人の定員を現行の30人から60
人に、改正しようとするもの

― 原案可決
（19：０）

発議第2号 早急な盛土条例の改正を求める
決議 提出者：若松　宏幸 ― 原案可決

（19：０）

発議第3号 衛生土木焼却炉新設計画につい
て一定の精査期間を求める決議 提出者：根本　光治 ― 原案可決

（18：１）
※詳しい議決賛否は、市ホームページをご覧ください。
※議長は、採決に加わりません。（ただし、可否同数の場合は議長により決することになります。）

受理番号
（受付日） 件　　　　名 提　出　者

住所・氏名 付託委員会 審議結果

請願第１号
（H28. 5 .26）

「所得税法56条の見直し
を求める意見書」の提出
を求める請願

つくば市
土浦民主商工会
婦人部長　坂上　ひとみ

市民福祉 継続審査

請 願 の 審 議 結 果
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早急な盛土条例の改正を求める決議を可決
　市長に対し、市民の不安を取り除き良好な生活環境を確保すべく、早急な市盛土条例の改正を求
める決議が、議員発議により提案され、全会一致により可決されました。

　稲敷市における土砂等による土地の埋立て等については、「稲敷市土砂等による土地の

埋立て等の規制に関する条例」（以下「盛土条例」という。）及び「稲敷市土砂等による土

地の埋立て等の規制に関する条例施行規則」等を制定し、土砂等の埋立てによる災害の防

止及び生活環境の保全を図ってきたところである。

　しかし、今般、市内における残土による埋立について、市民から環境汚染、土砂災害の

危険性及び交通障害などについて様々な不安の声が上がっている。

　市議会としてもこのような市民の声を看過することはできない。

　そこで、当市の盛土条例においても建設汚泥を中間処理したいわゆる改良土による埋立

てについて規制を行い、市民の不安を取り除き良好な生活環境を確保するべきである。

　よって、早急な市盛土条例の改正を強く求めるものである。

　以上、決議する。

早急な盛土条例の改正を求める決議

　　　平成28年6月17日

稲敷市議会議長　浅　野　信　行　　

　稲敷市長　田　口　久　克　殿



稲敷市議会だより　第45号7

衛生土木焼却炉新設計画について
一定の精査期間を求める決議を可決

　市長に対し、江戸崎地方衛生土木組合の新焼却炉建設計画について将来的な市民負担を増やすこ
とのないよう更なる精査を求めるべく、議員発議により提案され、賛成多数により可決されました。

　現在、稼働中の江戸崎地方衛生土木組合焼却炉については、建設から約28年が経過して

おり、老朽化が著しいことから、衛生土木組合では新焼却炉の建て替え工事計画が進めら

れている。

　しかしながら、この計画は総事業費で185億円という莫大な予算を投入するにもかかわ

らず、わずか１か月あまりの事務調整を経ただけで、組合議会による債務負担行為の議決

を得るなど、稲敷市の将来にわたる財政運営の議論がほとんどなされないまま、進められ

ている。

　まさに、市民感覚と大きくかけ離れたものであり、将来にわたって市民に負担を強いる

ことが懸念されている。

　衛生土木組合管理者でもある稲敷市長が、この計画を強引に実行しようとしていること

は、誠に遺憾である。さらに、ここにきて施設規模拡大に伴う新たな土地購入問題等、様々

な問題が噴出している状況である。

　そこで、この問題を明らかにすべく組合議会にて特別委員会が、設置され調査が行われ

ている。このようなことからも、速やかに問題等を解決し、将来的に市民の負担が極力少

なくなるよう最善の方策を策定するべく、いま一度、焼却炉新設計画について一定期間の

時間を設け、さらなる、精査を行うよう強く要望するものである。

　以上、決議する。

　　　平成28年6月17日

稲敷市議会議長　浅　野　信　行　　

　稲敷市長　田　口　久　克　殿

衛生土木焼却炉新設計画について一定の精査期間を求める決議
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当市では、自殺対策協議会、ライフサポー
ター部会の立ち上げ等さまざまな自殺予防対策

に取り組んでいるところである。しかし、当市の自殺
予防はまだ始まったばかりである。本年４月１日、自
殺対策基本法が改正、施行され、本市においてもさらなる自殺予防対策に取り組
むため、自殺対策基本計画の策定が今急がれている。そこで、基本計画の策定ス
ケジュール等について伺う。

また、有効な自殺予防対策に取り組む上で必要な調査を行うため内閣府に特別
集計の詳細なデータ提供の要請を行うべきと考えるが、どうか。

ことしの４月に法改正があり、その法改正の中では、自殺対策基本計画
の策定が義務づけられるとともに、数値目標の設定も義務づけられている。

ぜひ策定する自殺対策基本計画においては数値目標として自殺ゼロを設定して
いただきたい。

自殺対策基本計画の策定スケジュールについては、今年度
策定に向けた調査研究、次年度策定作業し完成を目指します。

また、内閣府の特別集計の利用については、自殺対策計画の策定や事業の実施
に向け、必要に応じ、内閣府の自殺統計、詳細データの特別集計を利用し、情報
収集、分析等に役立ていきたい。

数値目標については、自殺対策計画の策定準備の中で分析をして目標を
立てた計画策定を行いたい。自殺予防対策を総合的かつ効率的に推進して

いくためにも、自殺者ゼロ、これを目指し具体的施策を推進していきたい。

竹 神 裕 輔
議 員

自殺者をゼロに

田口市長 自殺者ゼロを目指し、
施策を推進

竹神

竹神

市長

保健福祉部長

市のホームページでストレスチェックを
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総務部長 マニュアル策定や関係機関との
連絡体制の確立を検討

保健福祉部長
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中
沢

ことしの２月頃に全国の自治体初め、複数箇所に爆破予告
メールが送られたことが報じられた。当市には、まだ送りつ

けられてはいないが、このような場合、市はどのような危機管理対
応をするのか。　　

また、デング熱、ジカ熱等の蚊が媒介する感染症への対応はどう
するのか。

さらに４月に発生した熊本地震への支援対応はどうであったか伺う。

市民の安全を守るために、稲敷市国民保護計画を策定していますが、市の施設
に対する個別的事案に対処するための危機管理計画の策定には至ってません。身

近に起こり得る市役所等への爆破予告などの個別重大事案に対する危機管理についても避難
場所等への迅速な誘導のためのマニュアル策定、また、警察、消防などの関係機関への速や
かな連絡体制の確立等を検討します。

熊本地震への対応は熊本市に対し要望内容を確認の上、アルファ米を2,000食、缶入りビ
スケットを840缶配送しました。

危機管理体制を問う

中沢

デング熱等の蚊媒介感染症については、茨城県蚊媒介感染症対応の手
引きに基づき、発生抑制対策や拡大防止対策に努めます。

現
在
、

民
間
事
業

者
に
よ
る
「
い
な
の
す
け
」
の

グ
ッ
ズ
を
商
品
化
し
た
ビ
ジ

ネ
ス
展
開
も
動
き
出
し
て
い

る
ほ
か
、
地
域
お
こ
し
協
力

隊
に
よ
る
「
い
な
の
す
け
」
を

活
用
し
た
市
の
Ｐ
Ｒ
を
Ｓ
Ｎ

Ｓ
に
よ
り
情
報
発
信
を
行
う

こ
と
や
、
市
内
外
の
イ
ベ
ン
ト

等
へ
の
参
加
に
よ
る
地
域
の

魅
力
の
発
掘
、
発
信
な
ど
、

稲
敷
市
の
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
活

動
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

ラ
イ
ン
ス
タ
ン
プ
の
作
成
を

行
っ
て
い
ま
す
。「
い
な
の
す

け
」
の
導
入
効
果
が
短
期
間

に
と
ど
ま
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、

末
永
く
愛
着
を
持
っ
て
い
た

だ
け
る
よ
う
、
Ｐ
Ｒ
の
強
化
、

工
夫
に
努
め
ま
す
。

中 沢 　 仁
議 員

総務部長

政
策
調
整
部
長

Ｐ
Ｒ
強
化
に
努
め
る

政
策
調
整
部
長



10

一
般
質
問

稲敷市議会だより　第45号

つ
き
ま
し
て
は
、
稲
敷
市
の
一
般
廃

棄
物
の
総
排
出
量
は
、
平
成
26
年
度

で
1
万
４
、４
１
４
ト
ン
、
そ
の
う
ち

可
燃
ご
み
は
1
万
２
、６
０
１
ト
ン
と

な
っ
て
い
ま
す
。
江
戸
崎
地
方
衛
生
土

木
組
合
の
計
画
で
は
、
平
成
31
年
度
ま

で
に
さ
ら
に
10
％
程
度
の
削
減
を
目
標

と
し
て
い
ま
す
。

市長

総務部長

市
長

市
民
生
活
部
長

教
育
部
長

東日本大震災発生以降、各地で台風、竜巻、地震、大雨
によるがけ崩れ、洪水等の自然災害が多発しています。

このような中、自主防災組織の育成や地域ごとの防災訓練につ
いてどのような取り組みをしているのか。

また、指定避難所の防災備蓄品の現状はどうなっているのか。
そして、地域の防災・減災に向けての取り組みとして、防災専任リーダーを配置する考え

はないかを伺う。

自主防災組織の状況につきましては、実動しています団体は二つだけとなって
おり、これから、組織の掘り起こしや結成に向けた取り組みを進めたい。

　次に、指定避難所の防災備蓄品の現状は、避難所42カ所のうち８カ所に災害備蓄品の倉
庫を設置しており、各備蓄倉庫内に毛布、アルミルマット、アルファ米、水などを備えています。

地域の防災組織の育成は、大変重要でありますので、自主的防災活動ができる組織
の育成を推進したい。

若 松 宏 幸
議 員

若松

自主防災組織の育成の取り組みは
組織の掘り起こし結成に向け
取り組む

総務部長

食
品
ロ
ス
対
策
の
取
り
組
み
は教

育
施
設
に
お
け
る

食
品
ロ
ス
削
減
の
た
め
の

啓
発
に
つ
き
ま
し
て
は
、
栄
養
教
諭
に

よ
り
、
発
達
段
階
に
応
じ
て
、
栄
養
が

体
に
ど
の
よ
う
に
役
立
つ
か
を
指
導
し
、

食
べ
残
し
が
な
く
な
る
よ
う
な
働
き
か

け
を
延
べ
２
０
６
回
行
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
食
品
ロ
ス
と
い
う
問
題

は
、
業
界
か
ら
消
費
者
ま
で
、

日
本
全
体
で
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
改
善

で
き
な
い
問
題
で
は
あ
り
ま
す
が
、
先

進
市
町
村
の
取
り
組
み
を
参
考
と
し
て
、

で
き
る
こ
と
か
ら
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。

農
林
水
産
省
に
よ
り
ま
す

と
、
日
本
で
は
２
、６
０
１
万

ト
ン
の
食
品
廃
棄
物
が
発
生
し
て
お

り
、
こ
の
う
ち
４
割
近
い
６
４
２
万
ト

ン
が
食
品
ロ
ス
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

稲
敷
市
に
お
け
る
一
般
廃
棄
物
の
減

量
化
に
つ
い
て
の
現
状
と
目
標
は
ど
の

よ
う
に
な
っ
て
い
る
の
か
。

ま
た
、
学
校
給
食
や
食
育
、
環
境
教

育
な
ど
を
通
し
て
た
食
品
ロ
ス
削
減
の

た
め
の
啓
発
を
進
め
る
べ
き
で
あ
る
と

思
う
が
、
考
え
を
伺
う
。

そ
し
て
、
家
庭
に
お
け
る
食
品
在
庫

の
適
切
な
管
理
な
ど
を
始
め
、
飲
食
店

等
に
お
け
る
残
さ
ず
食
べ
る
運
動
や
持

ち
帰
り
運
動
の
展
開
な
ど
、
市
民
、
事

業
者
が
一
体
と
な
っ
た
取
り
組
み
が
重

要
で
あ
る
と
考
え
ま
す
が
、
考
え
を
伺

う
。 若

松

で
き
る
こ
と
か
ら
進
め
る

田
口
市
長

稲
敷
市
に
お
け

る
一
般
廃
棄
物
の

減
量
化
に
つ
い
て
の
現
状
と
目
標
に
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市長

現在、アメリカ、タイ、中国等から多くの米が輸入されて
おり、日本の生産量の約10％を占め、更にTPPにより米の

輸入が増え、国産米価格の下落が懸念されている。
EUやアメリカでは農産物の価格を下げ競争力を高める一方、農

家収入の補填策があるのに対し日本では、生産調整が減反から転作
推進へと移っている。この状況の中、農家の所得安定は図れるのか。
また農産物のブランド化を目指すため、生産者団体の育成策やPR
活動の支援方針、農産物販売の拠点づくりと担い手農家への農地集
積推進策について伺う。

米をはじめとした農産物に自分が値段をつけ、販売することにより生産者の意欲を
向上させ、市の農業の維持につながるものと考える。そこで圏央道東インターチェン

ジの近くに農産物販売拠点として、大型直販所をつくり、農家の意識を変え量から質に切り
替え、強い農業、攻めの農業に取組むことを提案する。

１点目の農業経営所得安定対策については、これまで国全体で米の生
産調整により、転作交付金・市補助金を支給し、所得安定対策事業を推

進してきましたが、農地中間管理事業等、国の制度を活用し、意欲ある担い手への規模拡大
を推進してまいります。

２点目の農産物振興事業につきましては、あずまミルキークイーン、浮島レンコン、江戸
崎カボチャ、この他にもブロッコリー、イチヂク、イチゴ、ブドウなど、地域の特産物が多
数あり、これらの市の農産物のブランド化及び消費者へのPRを関係機関と連携して取り組
んでまいります。３点目に多面的機能支払い交付金事業については、地域の共同作業を43地
域で活動しています。

攻めの農業実現に向けた取り組みは

国県と連携し有効策を講じたい

根本

根本

御提言がありましたように多少収量
が減っても地域で取り組む高品質の米

のブランド化の取組みをはじめ、市の農産物
を生産者やＪＡと連携しＰＲすることも大切
であります。

圏央道の活用を検討しながら、守る農業か
ら攻めの農業ヘ転換を図るため、関係機関と
情報の共有に努め、有効な対策を講じていき
たいと考えております。

産業建設部長

根 本 　 浩
議 員

田口市長
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最近、全国各地で地震や台風による大規模な自然災害が
発生しております。

稲敷市には市民の生命、身体及び財産を災害から保護すること
を目的とした地域防災計画が作成されております。

新庁舎が開庁した今、職員の皆さんは災害が発生したときにどこに誰がどうやって行くの
か理解しているのでしょうか。

また、大災害のときには行政自らも被災することが考えられます。優先的に実行すべき業
務を特定するとともに、業務の執行体制や
対応手段、継続するために必要な資源の確
保等をあらかじめ定める業務継続計画を策
定してはいかがでしょうか。

そこで、稲敷市地域防災計画の見直しと
業務継続計画の策定の考えはあるのか伺う。

一つの提案といたしまして、特定の活動
のみ参加する機能別消防団員制度を創設し
てはいかがでしょうか。

最後に、稲敷市の考える総合的な防災組
織体制について市長に伺います。

初動体制でございますが、災害の状況により災害対策本部を新庁舎の災害対策
室に設置し、被害状況に応じた対策を実施していくことになります。

新庁舎体制になってからの職員の動員・役割分担を周知いたしました。各課であらかじめ
定められた職員が参集をし、所定の業務に当たることを確認しています。

今後は、関係法の改正や防災状況の動向も踏まえ、職員の初動マニュアルを含めた見直し
を行っていきたい。

併せて、市民の生命・財産・経済活動等を守ることを目的とした業務継続計画の策定に向
けて、調査研究をします。

稲敷市では消防団員定数1,400人に対し1,360人の確保にとどまっている状況です
が、女性消防団員を設けたり、人員の確保に努めています。今後、市民に消防団へ

の理解を深めていただくため、積極的な広報活動などを行い、人員の確保に努めます。

市の総合計画において位置づけされています「安心・安全で無駄のない快適なまち
をつくろう」の実現に向けまして、ハード・ソフト一体となった総合的な防災対策の

推進に努めます。

黒 田 茂 勝
議 員

稲敷市の災害に対する組織体制の
取り組みは

ハード・ソフト一体となった
対策を推進

黒田

総務部長

市長

副市長

田口市長
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上下水道部長

市
独
自
の
介
護
サ
ー
ビ
ス
提
供
を

し
て
は
ど
う
か

現
在
、
要
支
援
者
の
場

合
、
平
成
29
年
４
月
か
ら

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合

事
業
、
新
し
い
総
合
事
業
の
中
で

引
き
続
き
今
ま
で
ど
お
り
、
現
在

の
事
業
所
で
同
様
の
サ
ー
ビ
ス
が

稲
敷
市
第
６
期
介
護
保

険
事
業
計
画
が
策
定
さ
れ

要
支
援
者
へ
の
サ
ー
ビ
ス
は
全
国
一

律
の
基
準
に
基
づ
く
サ
ー
ビ
ス
か
ら

市
町
村
が
実
施
す
る
新
し
い
総
合

事
業
へ
移
行
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。

総
合
法
で
は
要
支
援
者
の
訪
問

介
護
、
通
所
介
護
を
保
険
給
付
か

ら
外
し
、
市
町
村
が
実
施
し
て
い
る

地
域
支
援
事
業
に
移
す
と
し
て
い

る
。
市
で
は
ど
の
よ
う
に
実
施
す
る

の
か
。

ま
た
、
市
独
自
の
予
算
を
計
上

し
新
し
い
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に

取
り
組
ん
で
は
ど
う
か
伺
う
。

山
口

当市の生活排水対策は、農業集落排水と公共下水道の２事
業により進められている。事業の進捗は、東地区と桜川地区

がほぼ100％完了し、江戸崎地区と新利根地区の整備がおくれてい
る。公共下水道事業認可区域外については、合併浄化槽の普及に取
り組んでいるが、市民が設置補助金を年度初めに申し込んだところ
既に予定数量に達していた為、次年度に申し込まなければならない
とのことであった。今年度の予算対応は、どのようなものか。また、
独自の補助金での対応はできないか。

補助金の受付状況は、浄化槽38基、単独処理浄化槽撤去25基であり５月
18日で予算額に達しましたので受付終了となりました。

市独自の補助については、高度処理型浄化槽設置事業補助金は、国・県の補助金が７割程度
と高い割合を占めており、市単独の追加補助については難しい状況です。来年度予算については、
今までの実績及び今後の要望状況等を考慮し増額要望します。

合併処理浄化槽設置補助の充実を

要望状況等を考慮し増額要望
する

山口

受
け
ら
れ
る
よ
う
、
事
業
所
と
協

議
、
調
整
中
で
す
。
市
独
自
の
予

算
を
計
上
す
る
こ
と
に
つ
い
て
は
、

地
域
支
援
事
業
そ
の
も
の
が
そ
れ

ぞ
れ
の
市
町
村
独
自
の
裁
量
で
展

開
す
る
も
の
で
あ
る
た
め
、
稲
敷

市
ら
し
い
サ
ー
ビ
ス
に
な
る
よ
う

協
議
体
と
連
携
を
し
な
が
ら
調
整

し
て
い
き
ま
す
。

国
が
示
す

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

等
を
も
と
に
、
要
支
援
者
の
方
が

自
立
支
援
の
観
点
か
ら
適
切
な
ケ

ア
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

新
た
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
体
制
の
構

築
を
進
め
ま
す
。

稲
敷
市
ら
し
い
サ
ー
ビ
ス
に
な
る
よ
う
調
整
す
る

田
口
市
長

上下水道部長

山 口 清 吉
議 員

市
長

保
健
福
祉
部
長

こ
の
他
、
公
共
バ
ス
運
行
に
つ

い
て
の
質
問
が
あ
り
ま
し
た
。
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超高齢化社会を迎え、高齢者の皆様が社会参加により、
元気に生きる励みになるための活動である、ボランティア

ポイント制度について、繰り返し訴えてきた経過があるが、現在
までこの制度の導入がされていない。

人口減少と高齢者の増加が加速する現状を踏まえ、今回介護支援に特化せず、すべてのボ
ランティア活動を対象にした地域支え合いポイント制度の創設によりボランティア登録者の
増加を積極的に進める考えはあるのか伺う。

ボランティア団体及びその活動者数とその受入れ施設数、ポイント還元についての
考え方や地域支え合いの観点で制度の構築が必要と考えるが、この制度をどのように

展開するのか伺う。

この制度は、ボランティア登録者の介護施設等での活動に対しポイン
トを付与し、これを転換交付金などで交付するもので、ボランティアの

登録、ポイントの付与及び管理を社会福祉協議会が行うものです。現在無償で活動されてい
る団体は７団体で97人が既に介護施設等で支援活動を展開しております。

受入協力機関は、老人ホーム３施設が快諾済みで、これ以外の事業所に対しても登録を推
進します。ポイント付与基準は、千ポイント当たり千円の交付や特産品との交換を検討して
います。年間の転換交付金は５千円を限度とし、換金を希望しない方に対しては、代替策を
調整中です。

この制度は、登録された方々のボランティア活動を実績評価し評価ポイントを付与
し、換金、還元できる制度でありますが、第1段階は、介護支援ボランティア制度の

実施に向け準備を進める計画です。
年内には制度のルールづくりを整備しながら制度の周知を図るとともにボランティアの質

を高めるための講習会を開催するなど準備を進めてまいります。

本制度の導入の狙いは、市民が自発的な創意あふれるボランティア活動が展開され
既にボランティア活動に参加された市民の皆さんが、張り合いを感じられ、経験のな

い方々でも活動に参加できることを制度導入の目的と考えております。
先進地での導入効果や課題を十分に検証しながら市の実情に合ったシステムの構築を目指

し、来年４月の事業展開に向けて鋭意努力してまいります。

松 戸 千 秋
議 員

地域支え合いポイント制度で
地域貢献を

来年度の事業展開に向け調整を
進めたい

松戸

松戸

市長

市長

田口市長

保健福祉部長
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政
市

を
問
う

稲敷市議会だより　第45号

一刻も早い複式及び少人数学級の解消を目的とし、今後の市財政を考慮して、しっ
かりとした耐震化及び増設する案、新築案どちらを選択するのか。

早急に複式及び少人数学級を解消し、市の財政負担の軽減を考え、校舎は耐震化の
改修ではどうかと何度も提言をしている。校舎新築は身の丈に合った政治なのか。

篠田

篠田

市長

市長

市長

田口市長

ウ
ッ
ド
チ
ッ
プ
に
よ
る

雑
草
抑
制
を

防
犯
灯
、
道
路
に
覆
い
か
ぶ
さ
る
樹
木

等
に
つ
い
て
は
、
所
有
者
に
通
知
し
、
当
該

樹
木
の
伐
採
ま
た
は
枝
払
い
を
お
願
い
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、広
報
誌
に
よ
る
周
知
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、

ウ
ッ
ド
チ
ッ
プ
等
を
敷
き
な
ら
し
す
る
提
案
に
つ
き
ま

し
て
は
、
管
理
上
の
問
題
や
安
全
面
、
衛
生
面
で
は
ど

う
か
な
ど
、
今
後
調
査
研
究
を
し
て
い
き
ま
す
。

こ
の
時
期
、雑
草
が
通
学
路
に
生
い
茂
る
、

防
犯
灯
に
樹
木
が
覆
い
被
さ
る
な
ど
し
、
危

険
を
誘
発
し
て
い
る
。
ま
た
、
学
校
施
設
で
も
先
生

の
数
が
減
り
管
理
が
十
分
で
き
な
い
。
そ
こ
で
、
草

刈
り
に
何
度
も
手
間
を
か
け
る
公
園
、
学
校
施
設
、

そ
れ
ら
の
場
所
に
よ
っ
て
は
ウ
ッ
ド
チ
ッ
プ
等
を
敷

な
ら
し
し
、
草
が
生
え
る
の
を
抑
制
し
て
み
て
は
い

か
が
か
。

篠
田

５年前の学校再編スケジュールについての一般質問では、
早急に対応すると市長答弁があったにもかかわらず動かな

い、やっと平成27年度末からの桜川地区説明会がスタートした。
しかし、説明会では、何の方向性も示されない。これでは政治が子
供たちの未来と人生の障害をつくっていると言っても過言ではない
か。

そこで、後期スケジュールの小学校の統合整備が急務と考えるが、
市長の考えを問う。

桜川地区については、阿波、浮島、古渡小学校の３校を平成31年度末までに１校へ新設
統合する計画で進めています。

耐震化工事及び増築は概算で９億円、解体して新築では概算で15億円の費用が想定さ
れる。建築物の将来の有効活用を考慮すると解体して新築する方法がベターと考える。

身の丈に合ったものか、という考えはいつも持っています。ただ子供たちに安心安全な
環境で勉強させたいと思っています。

新設統合校の候補地は、諸条件を比較検討した結果、古渡小学校敷地内が候補地
として適切である旨を、ＰＴＡ、区長会に説明し、現在、御意見を伺っています。

子供本位の学校再編実施を

平成31年度末に桜川地区小学校
を統合

篠田

様
々
な
面
か
ら
調
査

研
究
し
ま
す

副
市
長

篠 田 純 一
議 員

副
市
長

教育部長
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一
般
質
問

稲敷市議会だより　第45号

市長

市長

市
長

人口減少が進む中、市内の商店経営者や工場経営者、農
業者の方々から、今の稲敷市では、家業などを継ぎたくても

継げない、市外の会社で働くしかないとの声があがっている。心豊
かな自治体づくりを実行するには、地元中小企業支援強化が急務で
あり、雇用の確保が重要である。そこで、地元業者を育成するため
の会議開催等、市の対応を伺う。

地元企業を育てるために入札の競争原理と相反する競争力の弱い地元企業をどう考え
ているのか。その方向性を示してほしい。

市内事業者の受注機会の拡大等は、契約審査会で議論はしています。また、市内事
業者への支援策を議論すべきであると思っています。

市が発注する工事等を市内業者に発注し支援していくことは非常に重要であり、競争性を
担保しつつ、入札制度における市内業者への受注機会の増大を図っていきます。

打ち合わせ等で地元の業者を入れるようお願いはしている。また、庁議、入札審査
会で意見を伺いながら透明性、競争の確保を大切にしていきたい。

根 本 光 治
議 員

根本

根本

地元企業支援強化を求む
競争性を担保し入札機会をふやす田口市長

大
丈
夫
な
の
か
、
稲
敷
の
財
政

今
後
予
定
し
て
い
る
大
型
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
事
業
化
し
て
い

く
た
め
に
は
、
財
源
を
見
込
ん
だ
中
長

期
的
な
財
政
計
画
の
策
定
は
必
須
で
あ

り
、
イ
ン
フ
ラ
施
設
等
に
つ
い
て
は
、

長
寿
命
化
な
ど
に
よ
る
事
業
費
圧
縮
に

取
り
組
む
こ
と
で
財
政
負
担
の
平
準
化

を
図
り
ま
す
。

市
の
財
政
運
営
は
堅
実
で
、
健
全
な

状
況
と
認
識
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
合

意
を
得
て

国
か
ら
の

補
助
等
を

使
い
今
必

要
な
投
資

は
、
行
っ

て
い
く
べ

き
と
思
い

ま
す
。

平
成
26
年
度
か
ら
の
市

中
長
期
財
政
計
画
見
通
し

が
策
定
さ
れ
た
が
、
こ
れ
に
含
ま

れ
な
い
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
発
表

さ
れ
、
道
路
、
橋
梁
、
上
下
水
道

等
の
維
持
管
理
計
画
で
は
、
今

後
40
年
間
で
維
持
管
理
経
費
１
、

９
０
０
億
円
の
試
算
が
さ
れ
て
い

る
。
ま
た
、
桜
川
新
設
小
学
校
建

設
費
15
億
円
、
江
戸
崎
衛
生
土
木

組
合
新
設
ゴ
ミ
処
理
施
設
建
設
費

25
年
間
で
１
６
０
億
円
の
大
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。

11
年
間
の
財
政
計
画
で
は
、
大
丈

夫
と
言
わ
れ
て
も
何
ら
信
頼
性
が

な
い
。
７
年
前
、
豪
華
な
庁
舎
は

要
ら
な
い
、
３
０
０
億
円
の
借
金

が
あ
る
稲
敷
市
は
夕
張
市
の
よ
う

に
な
る
、
財
政
再
建
は
急
務
だ
と

言
わ
れ
た
市
長
に
こ
の
現
状
を
伺

う
。 

根
本

厳
し
い
財
政
状
況
に
適
合
さ
せ
た

運
営
を
目
指
す

田
口
市
長
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熊本地震への義援金の送金について
稲敷市議会では、熊本県熊本地方を震源とする地震の

被災者支援及び被災地
の復興に役立てていた
だくため、当市議会か
ら10万円の義援金を拠
出し、九州市議会議長
会へ送金致しました。

　
議
会
だ
よ
り
第
44
号（
前
号
）

12
頁
上
段
（
山
口
議
員
質
問
）

に
掲
載
し
ま
し
た
写
真
に
つ
き

ま
し
て
は
、
排
水
機
場
で
は
な

く
揚
水
機
場
の
写
真
で
あ
り
ま

し
た
の
で
関
係
者
の
皆
様
に
お

詫
び
し
、
訂
正

い
た
し
ま
す
。

お
詫
び
と
訂
正

討　
論
討　
論

（
第
２
回
定
例
会
）

議
案
第
50
号
‥
稲
敷
地
方
広
域
市

町
村
圏
事
務
組
合
規
約
の
変
更
に
つ
い
て

及
び
議
案
第
51
号
‥
敷
地
方
広
域

市
町
村
圏
事
務
組
合
規
約
の
変
更

に
伴
う
財
産
処
分
に
つ
い
て

議
案
第
43
号
‥
専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
稲
敷
市

税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
）

議
案
第
44
号
‥
専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
稲
敷

市
国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部

を
改
正
す
る
条
例
）

■
反
対
討
論

■
反
対
討
論

■
反
対
討
論

山
口
清
吉
　

本
案
は
、
国
民
健
康
保
険
税
の
課

税
限
度
額
を
引
き
上
げ
、
低
所
得
者

に
係
る
保
険
税
軽
減
の
拡
大
を
し
、

被
保
険
者
同
士
の
負
担
の
や
り
く
り

を
し
た
も
の
で
あ
る
。
被
保
険
者
同

士
の
や
り
く
り
で
負
担
が
軽
減
さ
れ

る
よ
う
な
状
況
で
は
な
い
。
国
庫
支

出
金
が
増
額
さ
れ
て
も
、
市
の
一
般

会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
を
減
ら
し
て

し
ま
え
ば
、
国
保
税
は
高
い
ま
ま
と

な
る
。
国
保
税
が
払
え
ず
、
命
を
失

う
人
な
ど
、
多
く
の
犠
牲
者
が
出
て

い
る
こ
と
か
ら
も
国
保
支
出
金
の
大

幅
増
額
、
市
の
一
般
会
計
か
ら
の
繰

り
入
れ
を
ふ
や
す
等
、
被
保
険
者
の

負
担
軽
減
の
た
め
の
努
力
を
求
め

る
。

山
口
清
吉
　

本
案
は
、
組
合
の
共
同
処
理
す
る

事
務
か
ら
、
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
設

置
及
び
管
理
運
営
に
関
す
る
こ
と
等

を
削
除
す
る
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、

社
会
福
祉
法
人
に
無
償
で
譲
渡
す
る

も
の
で
あ
る
。
当
事
業
は
国
か
ら
の

措
置
費
と
組
合
の
繰
り
入
れ
と
入
所

者
の
わ
ず
か
な
負
担
金
で
運
営
さ
れ

て
い
る
が
、民
間
の
経
営
に
な
る
と
、

国
の
措
置
費
と
入
所
者
か
ら
の
わ
ず

か
な
負
担
金
だ
け
と
な
り
養
護
老
人

ホ
ー
ム
を
経
営
し
て
い
く
に
は
職
員

の
人
件
費
を
減
ら
し
、
サ
ー
ビ
ス
を

減
ら
す
以
外
な
い
。

一
番
被
害
を
受
け
る
の
は
入
所
者

で
あ
り
、
組
合
の
負
担
軽
減
が
優
先

で
、
入
所
者
の
人
権
は
考
え
ら
れ
て

い
な
い
。
非
正
規
雇
用
、
ワ
ー
キ
ン

グ
プ
ア
、
格
差
社
会
等
々
、
ア
ベ
ノ

ミ
ク
ス
の
流
れ
の
中
の
養
護
老
人

ホ
ー
ム
の
民
営
化
で
あ
る
と
言
わ
ざ

る
を
得
な
い
。

山
口
清
吉
　

２
０
１
６
年
度
の
地
方
税
法
の
改

正
は
、
黒
字
大
企
業
を
一
層
優
遇
す

る
内
容
と
な
っ
て
い
る
。
法
人
税
割

の
税
率
の
引
き
下
げ
分
を
地
方
交
付

税
の
原
資
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
自

治
体
間
の
税
収
格
差
の
是
正
は
国
の

責
任
で
地
方
交
付
税
の
財
源
を
確
保

す
べ
き
で
あ
り
、
地
方
税
の
一
部
を

充
て
る
今
回
の
措
置
は
自
治
体
の
財

源
保
障
と
は
な
ら
な
い
。
ま
た
、
今

回
の
医
療
費
控
除
の
特
例
、
ス
イ
ッ

チ
Ｏ
Ｔ
Ｃ
薬
控
除
の
創
設
は
、
国
民

を
市
販
薬
へ
誘
導
し
、
安
易
な
自
己

判
断
に
よ
る
治
療
へ
と
向
か
わ
せ
、

望
ま
し
い
医
療
か
ら
遠
ざ
け
る
危
険

が
あ
る
制
度
で
あ
る
。
国
民
の
命
と

健
康
を
危
険
に
さ
ら
す
と
し
て
医
療

関
係
団
体
か
ら
も
撤
回
を
求
め
る
声

明
や
抗
議
文
が
出
さ
れ
い
る
。
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常任委員会の審査経過と結果

稲敷市議会だより　第45号

総
務
教
育
常
任
委
員
会

市
民
福
祉
常
任
委
員
会

委
員
長
　
根
本
　
光
治
　

第
２
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ

れ
た
８
議
案
の
う
ち
、
そ
の
主
な
審

査
概
要
並
び
に
結
果
に
つ
い
て
報
告

し
ま
す
。

議
案
第
50
号
稲
敷
地
方
広
域
市
町

村
圏
事
務
組
合
規
約
の
変
更
に
つ
い

て
で
は
、養
護
老
人
ホ
ー
ム「
松
風
園
」

を
民
間
事
業
に
移
管
す
る
た
め
、
養

護
事
業
を
廃
止
し
組
合
規
約
を
改
正

す
る
た
め
に
、
議
決
を
求
め
る
こ
と

の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
51
号
稲
敷
地
方
広
域
市
町

村
圏
事
務
組
合
規
約
の
変
更
に
伴
う

財
産
処
分
に
つ
い
て
で
は
、
養
護
老

人
ホ
ー
ム
「
松
風
園
」
の
運
営
を
引

き
継
ぐ
法
人
が
決
定
し
た
こ
と
に
伴

い
、
財
産
処
分
の
議
決
を
求
め
る
こ

と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
52
号
平
成
28
年
度
稲
敷
市

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
に

つ
い
て
で
は
、
既
定
の
予
算
額
に
、

歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ
１
億
７
、
４
１

６
万
１
千
円
を
追
加
し
、
歳
入
歳
出

予
算
の
総
額
を
歳
入
歳
出
そ
れ
ぞ
れ

２
１
２
億
５
、
１
６
５
万
６
千
円
と

す
る
も
の
で
あ
り
、
歳
入
で
は
主
に

繰
越
金
に
つ
い
て
、
前
年
度
繰
越
金

を
１
億
３
、
８
９
０
万
９
千
円
増
額

し
、
３
億
４
、
０
４
０
万
４
千
円
と

す
る
も
の
で
歳
出
に
つ
い
て
は
主
に
、

施
設
の
維
持
管
理
に
係
る
経
費
及
び

消
防
団
員
退
職
報
奨
金
、
新
利
根
地

区
新
設
小
学
校
建
設
事
業
に
係
る
工

期
延
長
に
伴
う
賠
償
金
に
つ
い
て
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
55
号
、
工
事
請
負
契
約
の

締
結
に
つ
い
て
で
は
、
市
立
高
田
小

学
校
プ
ー
ル
新
築
工
事
請
負
契
約
締

結
に
あ
た
り
、
議
会
の
議
決
を
求
め

る
も
の
で
、
契
約
金
額
は
１
億
５
千

２
百
１
万
円
、
契
約
の
相
手
方
は
、

株
式
会
社
ア
レ
ス
コ
が
落
札
し
た
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
56
号
、
工
事
請
負
契
約
に

関
す
る
紛
争
の
和
解
に
つ
い
て
で
は
、

新
利
根
小
学
校
建
設
工
事
に
お
い

て
、
地
中
障
害
物
調
査
・
解
体
撤
去

等
に
伴
う
５
ヶ
月
間
の
工
期
延
長
が

生
じ
、
建
設
業
者
り
ん
か
い
日
産
建

設
株
式
会
社
が
、
中
央
建
設
工
事
紛

争
審
査
会
に
対
し
、
請
負
代
金
の
増

額
請
求
の
仲
裁
申
請
を
し
た
も
の

で
、
和
解
金
６
、
７
３
６
万
７
６
５

円
の
提
示
内
容
の
説
明
が
あ
り
ま
し

た
。委

員
か
ら
は
、
工
事
の
遅
延
理
由

に
つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
市
長
か
ら

は
、
よ
り
安
全
な
学
校
環
境
を
確
保

す
る
た
め
、
９
月
に
開
校
を
遅
ら
せ

る
こ
と
を
最
終
判
断
し
ま
し
た
が
、

結
果
と
し
て
請
負
業
者
と
の
紛
争
が

生
じ
増
加
費
用
が
発
生
い
た
し
ま
し

た
こ
と
は
、
市
議
会
並
び
に
市
民
の

皆
様
に
深
く
お
詫
び
申
し
上
げ
た
い

と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

委
員
か
ら
は
、
そ
の
原
因
は
、
現

場
か
ら
の
問
題
提
起
に
対
し
的
確
な

対
応
を
怠
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

あ
り
再
度
こ
の
よ
う
な
事
態
を
招
く

こ
と
の
な
い
よ
う
要
望
が
述
べ
ら
れ

ま
し
た
。

審
査
の
結
果
、
８
議
案
全
て
全
会

一
致
に
よ
り
原
案
の
と
お
り
可
決
す

べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

委
員
長
　
若
松
　
宏
幸
　

第
２
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ

れ
た
８
議
案
の
う
ち
、
主
な
も
の
に

つ
い
て
審
査
経
過
と
概
要
を
報
告
し

ま
す
。

議
案
第
43
号　

専
決
処
分
の
承

認
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
稲
敷

市 

税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条

例
）
で
は
、
消
費
税
率
10
％
へ
の
引

き
上
げ
時
期
の
変
更
に
伴
う
、
法
人

税
割
の
税
率
を
9･7
％
か
ら
6･0
％
に
減

額
し
、
国
が
徴
収
す
る
地
方
法
人
税

の
税
率
を
引
き
上
げ
る
も
の
で
あ
る

と
の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
44
号　

専
決
処
分
の
承

認
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
稲
敷

市 

国
民
健
康
保
険
税
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
）
で
は
、
国
民
健
康

保
険
税
の
課
税
限
度
額
の
引
き
上
げ

と
、
低
所
得
者
に
係
る
保
険
税
軽
減

の
拡
充
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

議
案
第
45
号　

専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
（
稲
敷
市 

指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
の
事
業

の
人
員
、
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る

基
準
を
定
め
る
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
条
例
）
で
は
、
お
お
む
ね
６
ヶ

月
に
１
回
以
上
「
運
営
推
進
会
議
」

の
開
催
を
義
務
づ
け
る
こ
と
等
を
改

正
す
る
も
の
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

議
案
第
52
号　

平
成
28
年
度
稲
敷

市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）

の
う
ち
当
委
員
会
所
管
部
分
に
つ
い

て
、
市
民
窓
口
所
管
で
は
、
非
常
勤

一
般
職
員
の
人
件
費
で
あ
る
と
の
説

明
が
あ
り
、
高
齢
福
祉
課
所
管
で
は
、

コ
ピ
ー
機
の
移
設
並
び
に
撤
去
作
業

手
数
料
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
、

健
康
増
進
課
所
管
で
は
、
稲
敷
市
保

健
セ
ン
タ
ー
改
修
工
事
費
で
あ
る
と

の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
53
号　

平
成
28
年
度
稲
敷

市
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
補
正
予

算
（
第
１
号
）
に
つ
い
て
で
は
、
電

算
処
理
シ
ス
テ
ム
改
修
費
で
あ
る
と

の
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

議
案
第
54
号　

平
成
28
年
度
稲

敷
市
介
護
保
険
特
別
会
計
補
正
予
算

（
第
１
号
）
介
護
支
援
専
門
員
の
研

修
費
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま
し

た
。審

査
の
結
果
、
付
託
さ
れ
た
議
案

の
う
ち
７
議
案
は
、
全
会
一
致
に
よ

り
原
案
の
と
お
り
承
認
・
可
決
す
べ

き
も
の
と
決
定
い
た
し
、
請
願
第
１

号
は
、
継
続
審
査
す
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

ま
た
、「
早
急
な
盛
土
条
例
の
改

正
を
求
め
る
決
議
」
を
全
会
一
致
に

よ
り
発
議
と
す
る
こ
と
に
決
定
い
た

し
ま
し
た
。 
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設
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委
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委
員
長
　
篠
田
　
純
一
　

第
２
回
定
例
会
に
お
い
て
付
託
さ

れ
た
３
議
案
に
関
す
る
主
な
審
査
概

要
並
び
に
結
果
に
つ
い
て
報
告
し
ま

す
。議

案
第
48
号
の
専
決
処
分
（
平
成

27
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
第
９

号
）
で
は
、
農
政
課
所
管
の
担
い
手

確
保
経
営
強
化
支
援
事
業
の
Ｔ
Ｐ
Ｐ

関
連
補
正
予
算
８
４
３
万
円
に
つ
い

て
事
業
採
択
が
受
け
ら
れ
ず
減
額
さ

れ
た
こ
と
が
、
説
明
さ
れ
ま
し
た
。

委
員
か
ら
は
、
減
額
の
理
由
に
つ
い

て
質
疑
が
あ
り
補
助
申
請
時
点
で
、

国
の
補
助
要
綱
が
未
確
定
で
あ
り
、

要
綱
確
定
後
、
採
択
条
件
に
合
わ
な

い
た
め
事
業
採
択
が
受
け
ら
れ
な

か
っ
た
こ
と
が
答
弁
さ
れ
ま
し
た
。

建
設
課
の
審
査
で
は
、
成
田
国
際

空
港
周
辺
対
策
交
付
金
の
対
象
で
あ

る
江
戸
崎
４
路
線
、
新
利
根
２
路
線

の
道
路
整
備
が
、
完
了
し
、
交
付
金

が
確
定
し
た
こ
と
に
と
も
な
い
増
額

補
正
さ
れ
た
こ
と
が
説
明
さ
れ
ま
し

た
。議

案
第
49
号
の
専
決
処
分
（
平
成

28
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
第
１

号
）
の
農
業
委
員
会
事
務
局
審
査
で

は
、
市
民
か
ら
農
業
委
員
会
会
長
の

言
動
等
を
理
由
に
市
に
対
し
て
損
害

賠
償
請
求
事
件
が
、
裁
判
所
へ
提
訴

さ
れ
た
こ
と
に
対
応
す
る
た
め
の
弁

護
士
経
費
補
正
予
算
の
専
決
処
分
で

あ
る
こ
と
が
説
明
さ
れ
ま
し
た
。

議
案
第
52
号
の
平
成
28
年
度
一
般

会
計
補
正
予
算
（
第
２
号
）
で
は
、

農
業
委
員
会
事
務
局
の
審
査
に
お
い

て
、
農
地
法
改
正
に
よ
り
農
地
利
用

調
査
、
遊
休
農
地
利
用
意
向
調
査
を

年
１
回
実
施
す
る
こ
と
に
伴
い
、
調

査
に
あ
た
り
非
常
勤
一
般
職
員
の
報

酬
と
調
査
に
必
要
な
図
面
の
印
刷
製

本
費
を
計
上
し
た
こ
と
が
説
明
さ
れ

ま
し
た
。
農
政
課
の
審
査
で
は
、「
江

戸
崎
か
ぼ
ち
ゃ
」
が
、
地
理
的
表
示

保
護
制
度
（
Ｇ
Ｉ
）
に
登
録
さ
れ
た

こ
と
に
伴
い
、
Ｊ
Ａ
稲
敷
江
戸
崎
か

ぼ
ち
ゃ
部
会
に
対
し
、
Ｇ
Ｉ
登
録
を

契
機
と
し
た
今
後
の
様
々
な
取
り
組

み
を
奨
励
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
１

０
０
万
円
を
報
奨
金
と
し
て
計
上
し

た
こ
と
が
説
明
さ
れ
ま
し
た
。
委
員

か
ら
は
、
他
の
農
産
物
生
産
団
体
に

つ
い
て
も
補
助
金
を
受
け
ら
れ
る
よ

う
指
導
を
お
願
い
し
た
い
と
の
意
見

が
あ
り
ま
し
た
。

建
設
課
の
審
査
で
は
、
橋
梁
長
寿

命
化
修
繕
計
画
に
基
づ
き
市
内
の
橋

梁
の
定
期
的
な
点
検
を
し
て
い
る

が
、
先
月
県
内
を
震
源
地
と
す
る
地

震
が
発
生
し
た
こ
と
に
よ
り
、
点
検

事
業
を
前
倒
し
し
て
実
施
す
る
こ
と

に
と
も
な
う
点
検
委
託
料
を
増
額
補

正
す
る
こ
と
が
説
明
さ
れ
ま
し
た
。

委
員
か
ら
は
、
今
後
の
点
検
作
業
に

つ
い
て
質
疑
が
あ
り
、
順
次
、
市
内

約
四
百
数
十
橋
を
点
検
し
て
い
く
と

の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

審
査
の
結
果
、
議
案
３
件
に
つ
い

て
は
全
会
一
致
に
よ
り
可
決
・
承
認

す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま
し
た
。

研
修
日
：
平
成
28
年
5
月
12
日

〜
13
日

視
察
先
：
静
岡
県
御
殿
場
市

　
　
　
　
静
岡
県
焼
津
市

　
初
日
は
、
静
岡
県
御
殿
場
市

役
所
を
訪
問
し
、
地
域
防
災
計

画
の
取
組
み
に
つ
い
て
研
修
を

行
い
ま
し
た
。

　
人
口
約
9
万
人
余
り
の
御
殿

場
市
は
、
中
規
模
都
市
と
し
て

発
展
を
続
け
、
東
富
士
演
習
場

を
は
じ
め
と
す
る
自
衛
隊
関
連

施
設
が
多
く
、
地
域
の
3
分
の

1
を
占
め
て
お
り
ま
す
。

　
御
殿
場
市
で
は
、
市
民
が
安

全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域

づ
く
り
推
進
の
た
め
、
地
震
、
風
水

害
、富
士
山
の
火
山
活
動
、国
民
保
護
、

感
染
症
や
食
の
安
全
な
ど
の
危
機
事

案
に
対
応
す
る
た
め
、
平
成
26
年
3

月
に
御
殿
場
市
危
機
管
理
計
画
を
策

定
し
、
緊
急
事
態
に
対
す
る
速
や
か

な
初
動
体
制
の
整
備
と
、
危
機
管
理

対
策
の
対
応
方
針
を
定
め
、
自
衛
官

Ｏ
Ｂ
の
危
機
管
理
監
か
ら
そ
の
概
要

に
つ
い
て
説
明
が
あ
り
ま
し
た
。

　
当
市
は
、
自
衛
隊
訓
練
施
設
の
あ

る
土
地
柄
で
あ
る
た
め
、

防
災
行
政
無
線
の
購
入
に

際
し
75
パ
ー
セ
ン
ト
の
補

助
が
あ
り
、
2
万
6
千
世

帯
に
配
付
し
総
合
防
災
訓

練
で
は
、
参
加
者
が
毎
年

約
１
０
０
０
人
程
度
増
加

し
て
お
り
、
市
民
の
関
心

の
高
さ
が
う
か
が
え
ま
し

た
。

　
ま
た
、
非
常
時
に
は
対
策

の
優
先
順
位
の
決
定
と
問
題

に
対
し
即
座
に
対
応
策
を
決

定
で
き
る
組
織
体
制
の
構
築

が
最
も
重
要
で
あ
る
こ
と
の

説
明
が
あ
り
、
危
機
管
理
対

策
に
大
変
参
考
と
な
る
研
修

と
な
り
ま
し
た
。

　
二
日
目
は
、
人
口
約
14
万

3
千
人
で
、
全
国
よ
り
観
光

客
が
年
間
約
４
１
３
万
人
訪

れ
る
、
静
岡
県
焼
津
市
を
訪

問
し
、
職
員
全
員
へ
の
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
配
備
に
つ
い
て

の
研
修
を
行
い
ま
し
た
。

　
焼
津
市
で
は
、全
職
員
に
タ
ブ
レ
ッ

ト
端
末
を
配
付
し
、
庁
舎
外
で
メ
ー

ル
や
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
の
確
認
が
で
き

る
よ
う
事
務
の
効
率
化
を
図
り
、
こ

れ
ま
で
の
パ
ソ
コ
ン
を
中
心
と
し
た

設
備
と
比
較
し
、
約
３
０
０
０
万
円

の
経
費
節
減
を
図
っ
た
こ
と
の
説
明

が
あ
り
ま
し
た
。

　
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
に
よ
る
、
各
種

会
議
の
ペ
ー
パ
レ
ス
化
に
よ
り
、
紙

ご
み
が
約
10
％
以
上
削
減
さ
れ
、
カ

メ
ラ
機
能
を
使
っ
た
通
訳

や
手
話
通
訳
、
災
害
訓
練

時
に
は
災
害
対
策
本
部

へ
の
画
像
送
信
を
行
う
な

ど
機
能
を
活
用
し
、
経
費

削
減
と
事
務
の
効
率
化
を

図
っ
て
お
り
、
大
変
参
考

と
な
る
研
修
と
な
り
ま
し

た
。
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こ
の
度
、
新
庁
舎
が
完
成
し
初
め

て
の
議
会
が
開
催
さ
れ
、
77
名
も
の

多
く
の
市
民
の
皆
様
に
傍
聴
し
て
い

た
だ
き
、
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い

ま
し
た
。

新
し
い
議
場
に
は
、
傍
聴
席
60
席

を
設
け
、
ま
た
、
車
い
す
利
用
等
の

バ
リ
ア
フ
リ
ー
対
応
も
充
実
し
て
い

ま
す
。

議
事
録
だ
け
で
は
実
感
で
き
な
い
議

場
の
”生
“　の
雰
囲
気
は
ま
た
独
特
で
す
。

市
民
の
皆
様
の
生
活
に
直
結
す
る

課
題
が
ど
う
議
論
さ
れ
て
い
る
か
、

ぜ
ひ
一
度
傍
聴
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

議
員
一
同
、
心
よ
り
お
待
ち
し
て
お

り
ま
す
。
　
　
　（根
本

　光
治

　記
）

委
員
長
　
　篠
　田
　純
　一

副
委
員
長
　
　若
　松
　宏
　幸

委
　
　員
　
　根
　本
　光
　治

委
　
　員
　
　根
　本
　
　
　浩

委
　
　員
　
　筧
　
　
　信
太
郎

委
　
　員
　
　中
　沢
　
　
　仁

　去る５月６日に、市役所新庁舎が開庁しました。
庁舎４階には、議場をはじめ全員協議会室、各委
員会室、正副議長室、議会事務局、議会図書室が
配置されています。

▲全員協議会室　全議員が集まり協議を行う会議室となり
ます。

▲傍聴受付　市民の皆様が傍聴するときにお寄りいただく
受付です。多くの方のお越しをお待ちしています。

▲議場ラウンジ　展望スペースが設置されておりますの
で、市役所にお寄りの際にはお立ち寄りください。

▲傍聴席　本会議の傍聴席は60席（車いす傍聴スペース含む）
をご用意しております。また、モニター放映も行っております

▲委員会室　各委員会はこのような部屋で開催され、詳細
な議案審査が行われます。　

新庁舎４階の
議会フロアを
紹介します

次
回
定
例
会
開
催
予
定
は

9

6
月

●
開
催
場
所
：

　
稲
敷
市
新
庁
舎
４
階  

議
会
議
場

●
午
前
10
時
よ
り

稲
敷
市
犬
塚
１
５
７
０
番
地
１

旧
江
戸
崎
西
高
跡
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